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【様式１】－２ 
 

道路政策の質の向上に資する技術研究開発 

【研究状況報告書（２年目の研究対象）】  
 

①研究代表者  

氏 名（ふりがな） 所 属 役 職  

藤	 原	 章	 正
ふ じ わ ら 	 あ き ま さ

 広島大学 教授 

②研究 

テーマ  

名称 質の高い交通時代のモビリティの価値の計測手法開発に関する研究 

政策

領域 
［主領域］新たな行政システムの創造 公募 

タイプ Ⅰ 
［副領域］ 

③研究経費（単位：万円） 
 

※H29 は精算額、H30 は受託額、

H31 は計画額を記入。端数切

捨。 

平成29年度  平成30年度  平成31年度  総  合  計  

3,350 4,298 3,800 11,448 

④研究者氏名  （研究代表者以外の主な研究者の氏名、所属・役職を記入。なお、記入欄が足りない場合は適宜追

加下さい。） 

氏    名  所属・役職  

加藤浩徳  東京大学・教授  
桑野将司  鳥取大学・准教授  
塩飽邦憲  島根大学・特任教授  
力石	 真  広島大学・准教授  
張	 峻屹  広島大学・教授  
吉野大介 広島大学・特任助教  
Do Canh 広島大学・研究員  

Wu Lingling 広島大学・研究員  
⑤研究の目的・目標（提案書に記載した研究の目的・目標を簡潔に記入。）	

本研究では、異なる時間価値や時間制約を持つ移動主体が共生する超高齢社会における交通の時

間価値の計測方法を再構築するとともに、この手法を事例研究へ摘要し、質の高い交通時代の同事

業の包括的評価方法の有用性について、フィールド実験を通じて検証することを目的とする。	

	 平成３０年度（２年目）は以下の３点の研究・開発を進めることを目標とする。	

（１） 異質な主体間／貨客間混乗バスの時間価値計測手法の研究 

１）貨客混載サービスおよび異質な主体が混乗するバスに関するデータ収集	

２）異質な主体間の時間価値計測手法の検討	
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３）貨客間混乗バスの時間価値計測手法の検討	

４）ライドシェアサービスの成立可能性の検討	

（２） 高齢ドライバーの運転機能の計測手法の適用による運転免許保有価値の研究 

１）高齢ドライバーの運転機能の計測手法の検討	

２）高齢世帯の自動車運転免許保有に関するデータの分析	

３）高齢ドライバーの運転免許保有価値に関する検討	

（３） 仮想現実選択実験によるConnected公共交通システムの社会的受容性の研究 

（４） 情報収集 

 

⑥これまでの研究経過 
（研究の進捗状況について、これまでに得られた研究成果や目標の達成状況とその根拠（データ等）を必要に応じて図表等を用い

ながら具体的に記入。）	

（１） 異質な主体間／貨客間混乗バスの時間価値計測手法の研究 

１）異質な主体が混乗するバスおよび貨客混載サービスに関するデータ収集 
混乗バスに関しては，平成30年9〜10月に島根県邑南町で無作為抽出の2,000世帯を対象と
した「旅行時間信頼性の経済価値に関するSP調査」を実施し，1,265個人のデータを収集した。 

 
図1 島根県邑南町で実施した調査概要 

 
図2 旅行時間信頼性の経済価値に関するSP質問 

 
次に，貨客混載サービスに関しては，平成30年11月に鳥取県岩美町で全4,200世帯を対象

とした「貨客混載サービスに関するSP調査」を実施し，1,732個人の有効データを収集した。 
表1 鳥取県岩美町で実施した調査概要 

 調査名	 岩美町住民の交通実態に関するアンケート	

対象地区	 鳥取県岩美町	

調査期間	 2018 年 11 月 1日〜16 日	

対象者	 町内全世帯主	(4,200	世帯)	

調査方法	 紙面調査票郵送配布・回収	

有効回答数	 1,732	サンプル	
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図3 貨客混載サービスの利用意向のSPアンケート質問	 	 図4貨客混載サービスの利用意向 

 
２）異質な主体間の時間価値計測手法の検討 
まず，島根県邑南町データを用いて，通勤，通院，私用目的の乗客のスケジュール効用関

数の検討を行った。混合2項ロジットモデルにより，異なる時間価値を有する個人間で，
公共交通サービスの早着／遅着／旅行時間／費用に対する感度を計測，比較した。異

質な集団𝑔に属する個人𝑛の線形効用関数𝑈$%は次式の通りと仮定する。  
	 𝑈$% = 𝜇 + 𝛼% × ESDE$% + 𝛽% × ESDL$% + γ% × FARE$% + δ% × TT$% + 𝜖$%       (1) 

ここで，ESDEは期待早着時間、ESDLは期待遅着時間，FAREは運賃，TTは所要時間
で， 	𝜇は効果を表す選択肢固有確率項であり， 	𝛼,	𝛽,	𝛾,	𝛿は固定効果を表す集団固有の
係数，𝜖$%は iid極値分布に従う確率項である。効用関数の負値は不効用を，正値は満
足度の大きさを表す。なお，推定は552人から得た6624サンプルのSP回答値を用いた。
ここでは，異質な集団を規定する要因として移動目的を取り上げる。  
	 表2のモデル推定結果を比較すると，通勤、通院、私用の順で時間価値が高くなっ
ている。また，図4のスケジュール効用関数の形状を比較すると，早着および遅刻に
対する感度も通勤、通院、私用の順で敏感であることが分かる。  
 
	 表2 混合2項ロジットモデルを用いた異質な主体の時間価値の推定結果  

異質な主体  通勤  通院  私用  
係数  z値  係数  z値  係数  z値  

定数項𝜇 -0.065 -0.90 0.048 0.71 -0.112 -123 
期待早着時間𝛼 0.104 7.88 0.084 6.75 0.025 27.8 
期待遅着時間β -0.247 -6.02 -0.198 -5.42 -0.158 -172 
運賃(100円)γ -0.164 -3.56 -0.272 -6.07 -0.351 -9.32 
所要時間δ -0.066 -5.77 -0.055 -4.90 -0.037 -40.6 
早着時間価値  -63.4(円 /分) -30.9(円 /分) -7.1(円 /分) 
遅着時間価値  150.6(円 /分) 72.8(円 /分) 45.0(円 /分) 
所要時間価値  40.2(円 /分) 20.3(円 /分) 10.6(円 /分) 

両⽅の⽬的で
利⽤, 22%

貨物の配送と
して利⽤, 32%

乗客として利
⽤, 46%
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図4 異質な主体間のスケジュール効用関数の比較  

 
３）貨客間混乗バスの時間価値計測手法の検討（資料２） 

鳥取県岩美町データを用いて，貨客混載バスの利用意向モデルを構築した。住民𝑛が選択
肢集合𝑡から選択肢𝑖を選択する確率𝑃$>?および線形効用関数は以下の式で表される。前
節の異質性を考慮するために，コミュニティバスと貨客混載バスの間の混合2項ロジット
モデルとする。  

𝑃$>? = ∫
ABC	(EFGHIJ𝜇H)

∑ ABC	(EFGMIJM 𝜇M)𝜇H
𝑓O𝜇>P𝑑𝜇>                  (2) 

𝑈$>?	 = 	𝛽𝑥$>? + 𝑏𝜇> + 𝜖$>?                         (3) 

ここで，𝛽は固定効果を表す係数，	𝜇>は確率密度𝑓(𝜇>)に従う選択肢固有確率項であり，
	𝜖$>?は iid極値分布に従う確率項である。𝑥$>?は旅行費用と旅行時間（総所要時間，徒
歩アクセス時間，乗車時間，総遅れ時間，バス停待ち時間）からなる説明変数である。 
	 貨客混載サービスとコミュニティバスの間の交通機関選択意向のSPモデルを，マ
ーケットセグメント（年齢，通勤・通学行動，買物行動，通院行動，道の駅への農作

物の搬送販売農家）毎に推定し（表3），係数比をとって時間価値を算定した（表4）。 
	  
表3 セグメント別混合2項ロジットモデルの推定結果（年齢の例）  

 
 

表4の結果をまとめると，貨客混載サービスとコミュニティバスを選択する際，対
象地域の住民全体の総所要時間の短縮価値は8.4円/分であり，属性セグメントを比較
すると，60歳以上の高齢者，日頃買物行動を行わない人，月1回以上通院を行う人，
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農作物の搬送販売農家は，相対的に時間価値が低くことを確認した。また，総所要時

間を徒歩アクセス時間，乗車時間，総遅れ時間，バス停での待ち時間に区分して時間

価値を測ると，この順で大きくなることがわかる。これら各種所要時間価値には4.4
円/分から24.0円/分の範囲にわたり広く異質性が存在することを確認した。  

 
表4	 各種時間価値（円/分）の異質性 

セグメント 全体 年齢 通勤行動 買物行動 

60歳以上 60歳未満 通勤者 非通勤者 しない 週1~2回 週3回~ 

総所要時間 8.4 5.9 9.9 9.7 6.3 7.3 8.2 10.0 

徒歩時間 6.5 6.5 6.4 8.2 5.7 10.5 5.9 2.0 

乗車時間 7.2 5.3 8.6 9.1 5.4 6.7 6.9 8.0 

総遅れ時間 13.4 9.4 8.1 14.9 10.7 10.5 12.5 19.4 

待ち時間 19.6 13.5 24.0 20.6 17.8 15.6 23.5 21.6 

セグメント  通院行動 搬送販売農家  

通院無し 月1回~ 搬送者 非搬送者 

総所要時間 9.0 7.2 7.0 8.5 

徒歩時間 5.4 7.9 -7.5 7.9 

乗車時間 14.1 6.2 7.3 6.2 

総遅れ時間 11.2 12.4 4.4 12.4 

待ち時間 22.6 15.7 11.9 15.7 

 
     ４）ライドシェアサービスの成立可能性の検討 

	 	 	 	 	 利用者のモビリティ水準を高め，時間利用の効用を高めるために導入する新しいモビリテ

ィサービス「ライドシェアサービス」の利用意向を尋ねた。ここでは，ライドシェアサービ

スを，地域の住民が運転する自動車に乗せてもらう「配車型ライドシェア」と自分または自

分の家族が運転する自動車に地域住民に乗っていただく「相乗り型ライドシェア」とに区分

し，ぞれぞれの利用意向を調べた（図 5）。	

	 回答者のうち 55％が配車型ライドシェアに，65％が相乗り型ライドシェアについて肯定的

であった。このことは乗客間のシェアリングについては実現可能性が高いことを示唆する。

また，配車型ライドシェアだけではなく，相乗り型ライドシェアも受け入れ可能性があるこ

とを示す。図 6は回答者を通勤，買物，通院，搬送の移動目的別に自動車利用者と公共交通

利用者に区分し，配車型ライドシェアサービスの利用意向を示したものである。いずれの移

動目的に対しても，公共交通利用者に比べて自動車利用者の利用意向が高いことが明らかで

ある。また，通勤目的の移動者は配車型ライドシェアサービスの利用意向が高い。	

	

	
図 5	ライドシェアサービスの利用意向	

	

	

	 中山間地域での展開を念頭に，住民間のボランタリーな送迎を前提としたライドシェアサ

ービスの成立可能性について理論的な検討を行う。具体的には，(1)ドライバーが利用者をピ

ックアップする地点（ミーティングポイント MP）を予め限定（空間的ミスマッチの緩和）

肯定的, 
55%

肯定的, 
64%

否定的, 
45% 否定的, 

36%
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図 6	現在の利用交通手段別配車型ライドシェアサービスの利用意向	
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し，(2)利用者とドライバー間の事前のスケジュール調整（時間的ミスマッチの緩和）を行う

ライドシェアシステムの成立可能性を検証する数値シミュレーション解析を行った．	

	

	
図 7 ミーティングポイント 

	
図 8 タイムウィンドウによるマッチング 

	
図 9 ライダーのマッチング率	

	

	 ミーティングポイントを導入したライドシェアシステムの中山間地域における成立可能性

を数値計算を通じて確認した結果，(1)	既存の路線バスに比べてライドシェアサービスの方

がサービスを享受できる総数が多い可能性があること，(2)	ただし，その効率は地区の人口

分布や高齢化率に依存しており，状況によっては路線バスのような形態の方が望ましい場合

も存在することが確認された．	

	
 
（２） 高齢ドライバーの運転機能の計測手法の適用による運転免許保有価値の研究 

１）高齢ドライバーの運転機能の計測手法の検討	

運転能力診断の簡易化を念頭に，スマートフォンデータを用いた運転能力計測システムを提

案した（図9-11）。2017年度（初年度）に行った精度検証結果をもとに，本年度（2年目）は指
定自動車教習所指導員の視点を加えて，運転機能の計測システムの改良を行う。島根県出雲市

に在住の運転免許返納の可能性のある高齢運転者を抽出し，市内の指定自動車教習所の協力の

もとに，2019年1月に一般道路上で運転機能の計測を行う予定である。開発した計測システム
の診断結果とプロの指導員の診断結果の整合性を確認し，同システムの市場への実装可能性に

ついて検討する予定である。 
	

 
図9	高齢者運転診断の流れ	

 
図10	タブレット端末による記録画面	
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①認知機能の検査（ 事前診断）
・簡易認知機能検査アプリを使用した診断

②検査官の同乗による路上での運転能力診断
・ドライブレコーダー等による走行データの計測
・同乗した検査官による危険個所等の記録

③運転の振り返り と意識啓発
・走行時の動画の確認による運転の振り返り
・動機づけ情報の提示
（自動車の保有にかかる費用・代替交通手段・自動車と代替交通
手段の費用比較）

⑤高齢者とその家族とのコミ ュニケーショ ン
・診断結果の確認
・「話し合いシート」に基づくコミュニケーション

【運転診断】

【帰宅後】
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図11 ドライブレコーダーの動画の確認画面 

	

２）高齢世帯の自動車運転免許保有に関するデータの分析	

		2019年1月現在，運転機能を公道上で計測中であるため，ここでは，過去に健常者4名，

高次能機能障害者9名の計13名に対して行った予備走行実験データの分析を行う。使用

するデータは，スマートフォンより観測された移動軌跡（速度、縦加速度、横加速度）

である。計測は秒ごとに行われており，それぞれ健常者４名の測位点数が6,616，高次

脳機能障害者の測位点数が19,453であった。機械学習の分野で発展してきた密度比推

定（杉山,	2010）を援用して危険な運転挙動を検出する。	

																												𝑟(𝑥) = UIV(F)
UIW(F)

                            			(4) 

ここで、運転挙動𝑥における密度比𝑟(𝑥)が大きいということは，高次脳機能障害者は健
常者と比較して運転挙動𝑥を頻繁に行う傾向にあることを示すことを意味する。	
スマートフォンで自動的に観測されるGPSデータから導き出した異常検知率（危険運

転挙動率）を図12に示す。指標間の相関係数は0.7を超えており，6つの指標間で大きな

差異は確認されなかった。また，専門家が危険運転挙動だと判断した回数と密度比推定

による危険運転挙動検知回数の相関関係（表5）より，両者の相関係数は0.3～0.6であ

り，提案手法と専門家の診断結果の間に一定の相関が確認された。 

	 	

図12	被験者のリンク毎異常検知数	

表5	計測システムと専門家による挙動判断の相関関係	

 

	

３) 高齢ドライバーの運転免許保有価値に関する検討	
モビリティの低下に伴う満たされない外出活動ニーズ（Unmetニーズ：非負）を目的変数に，

2017年度に収集したアンケート調査データを用いて，打ち切りデータのバイアス補整

に適するTobitモデルを適用して再分析した。	

分析結果は大きく変化は無かった。中国地方の65歳以上の高齢者184サンプルの分析

結果からは，運転免許を維持し活動参加頻度が1増えることに対して，平均的な世帯収

入世帯にとっては1.52万円/日，高齢者世帯にとっては3～4万円の価値があることを確

認した。	

また，昨年度の研究結果より，この基本データである支払意思額の意思決定主体は，
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必ずしも高齢者自身であるだけでなく，時には同居する家族などの他者の意思が働く

ことがあることが分かっている。そのため，分析を更に進め，免許返納の集団意思決定

モデルの構築に成功した。この研究成果は2018年国際交通行動学会で評価され，
“Mapping the Travel Behavior Genome: The Role of Disruptive Technologies, Automation, and 
Experimentation”, （Goulias K.G. and Davis A.W., eds）のBook chapterとして , Elsevierよ
り出版されることが決定している。  
集団世帯意思決定モデルは，７段階の閾値をもつordered probit modelである。世帯h

の個人iの免許返納意向の強さは潜在変数𝑦YZ> 	(𝑖 = 𝑑, 𝑝)により表現できるものとする。  
														𝑦YZ>  = xZ> β> + 𝜀Z>                                        (5) 

ここで，xZ>は説明変数ベクトル，β>は係数ベクトル，𝜀Z>は平均0，分散1の正規分布に従
う誤差項である。ただし，説明変数xU は個人dの利他性を表す属性を含む。意向の程
度jの選択確率は: 

         PrO𝑦Z> = 1|xZ> P = ΦO𝜏e − xZ> β>P  
           PrO𝑦Z> = 𝑗|xZ> P = ΦO𝜏h − xZ> β>P − ΦO𝜏hie − xZ> β>P,			𝑗 = 2,3,4,5,6      (6) 
 PrO𝑦Z> = 7|xZ> P = 1 −ΦO𝜏p − xZ> β>P  
    高齢者と家族の推定係数βqrとβqUを用いて，潜在変数をもつ集団世帯意思決定モデルは以下の
通りとなる： 

           𝑦YZ = 𝜃O𝑤Zr𝑉qZr + 𝑤Z
U𝑉qZ

UP                                       (7) 
ここで， 𝑉qZr = xZrβqr, 𝑉qZ

U = xZ
UβqUであり，𝑤Zrおよび𝑤Z

U
は各々個人𝑑と𝑝に対する重み（非負），

𝜃は尺度係数である。表 6と 7に高齢者及び家族の免許返納の意思決定モデルを，表 8に免許
返納の集団世帯意思決定モデルの推定結果を示す。 
 

表 6高齢者の免許返納意思決定モデル	 		 	 	 	 	 	 表 7 家族の免許返納意思決定モデル	

   

 

 
 

 

変数 係数 t-値  

年齢 -0.042 -3.646 ** 

性別(男性:1/ 女性:0) 0.482 2.846 ** 
過去３年間の交通事故経験
の有無(yes:1/ no:0) -0.239 -1.231  

有職者(yes:1/ no:0) 0.460 2.428 * 
公共交通サービスに対する
主観的評価 -0.017 -0.271  

閾値 1: 𝜏e -4.041 -4.382 ** 

閾値 2: 𝜏v -3.861 -4.202 ** 

閾値 3: 𝜏w -3.721 -4.063 ** 

閾値 4: 𝜏x -3.216 -3.540 ** 

閾値 5: 𝜏y -2.875 -3.172 ** 

閾値 6: 𝜏p -2.402 -2.659 ** 

サンプル数 196 

初期/最終対数尤度 -381.398/-324.173 

尤度比 0.150 

有意水準: **1%, *5%, +10% 

変数 係数 t-値  

＜家族の属性＞    

同居の子ども(yes:1/ no:0) -0.735 -3.771 ** 

非同居の子ども(yes:1/ no:0) -0.372 -1.651 + 

性別(男性:1/ 女性:0) 0.040 0.200  

免許保有(男性:1/ 女性:0) -0.139 0.634  

＜高齢ドライバーの属性＞    

年齢 -0.047 -3.914 ** 

性別(男性:1/ 女性:0) 0.111 0.551  
過去３年間の交通事故経験
の有無(yes:1/ no:0) -0.424 -2.126 ** 

有職者(yes:1/ no:0) 0.341 1.823 + 

閾値 1: 𝜏e -4.768 -4.934 ** 

閾値 2: 𝜏v -4.603 -4.778 ** 

閾値 3: 𝜏w -4.433 -4.618 ** 

閾値 4: 𝜏x -3.723 -3.927 ** 

閾値 5: 𝜏y -3.484 -3.682 ** 

閾値 6: 𝜏p -3.002 -3.181 ** 

サンプル数 196 

初期/最終対数尤度 -381.398/-319.198 

尤度比 0.163 
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表 8 免許返納の集団世帯意思決定モデル  
変数 係数 t-値  

高齢ドライバーの事故に関する会話 (高齢者と家族の重みに共通) -0.275 -3.100 ** 
身体機能の低下，運転能力の低下に関する会話 (高齢者と家族の重みに共
通) 0.228 2.619 ** 

家族による送迎可能性に関する会話 (高齢者の重み) -0.247 -0.725  
家族による送迎可能性に関する会話 (家族の重み)  0.594 1.925 + 
定数 (高齢者の重み) -1.252 -3.827 ** 
定数 (家族の重み) -1.774 -3.453 ** 
閾値 1: 𝜏e -3.890 -5.917 ** 
閾値 2: 𝜏v -3.673 -5.681 ** 
閾値 3: 𝜏w -3.582 -5.558 ** 
閾値 4: 𝜏x -3.131 -4.986 ** 
閾値 5: 𝜏y -2.886 -4.620 ** 
閾値 6: 𝜏p -2.198 -3.605 ** 

サンプル数 196 
初期/最終対数尤度 -381.398/-290.682 

尤度比 0.238 

 

図 13異なる内容の会話率の変化に伴う免許返納率の変化の推計 
 

 

（３）仮想現実選択実験によるConnected公共交通システムの社会的受容性の研究 

Connected公共共通システムの一つであるLRTと自動
運転バスの協調型システム（以下，協調型AB-L）（図14）
の社会的受容性を明らかにするために，2017年度（初年
度）には仮想現実（VR）選択実験の画像開発を行った。
ここでいうVR選択実験とは，仮想空間上に協調型AB-L
を再現し，利用者として情報収集や乗車行動をとっても

らうものである。2018年度は開発した画像の改良を行っ
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図 14	協調型 AB-L のイメージ	
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た※（図15）。主な改良点は，画像解像度の高度化，画像間のストーリーの見直し，効果音の付加，
注視点記録機能の追加などである。 

2018年9〜12月，イベント時，平休の日買物施設において，合計90名のモニターを対象にVR選択
実験を実施した。モニターは原則として自発的な参加者で有り，VR体験終了後には，将来協調型
AB-Lシステムが実現したときの選択意向を質問した。図16に示すように，自動運転バスの利用に
対して正の回答を示した割合は80％を数え，自動運転バスの分担率はVR実験前後で29%から52%
に増加した。協調型AB-Lの社会的受容性が高いことがうかがわれる。 

 
 

  

   
図15 協調型AB-Lに対する仮想現実選択実験 

 

   
図16  VR選択実験の結果 

 

                                         
※ 評価会の発表時に VRデモの体験可能 
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１． 貨客混載サービスの社会実装	
主として移動困難者を対象とした中山間地域の新しいモビリティサービスとして，2019年度

中に，グリーンスローモビリティ車両を活用したライドシェアサービスを，①中山間地域の住

民集落（島根県邑南市），	②都市郊外のオールドニュータウン（広島市安佐北区），③施設

周遊型観光地区（石見銀山地区），で社会実装するための実験を準備中である。	

２． 高齢ドライバーの運転機能計測	
今年度開発した一連の運転機能計測技術を，地方の指定自動車教習所にビジネスモデルとして

提案し，普及させるためのプロモーション事業を開始する予定である。	

３． Connected公共交通システムの社会実験	
広島県AI/IoT実証プラットフォーム事業を活用し，広島市中区の公道上で，LRTと自動運転バ
スの協調サービス（協調型AB-L）の走行実験を行うため，広島地区に産学官のコンソーシアム
を結成し，広島県警等と協議を開始している。	
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